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は じ め に

これまで筆者は，日本国憲法の人権編は男女平等の推進を中心に，統治

機構編は議会制を中心に研究を進めてきた。博士論文ではこれをテーマに

扱い，それを基に『女性と憲法の構造』を公刊した1)。その時から，憲法

制定時の「男女同権」とは何をめざしていたのだろうかと，男女平等をめ

ぐる当時のさまざまな動きが気になっていた。その象徴が，映画「情炎」

をめぐる状況であった。

⑴ 憲法記念映画「情炎」との出会い

｢情炎」――この男女間の愛憎劇を想起させるタイトルは，1947年 5 月

に公開された日本国憲法公布記念映画の一つである。1946年12月 1 日に
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「新憲法の精神を普及徹底し，これを国民生活の実際に浸透するよう啓発

運動を行うこと」を目的として設立された「憲法普及会」は，憲法の当時

の三大原則である「国民主権」，「平和主義」，「男女同権」の 3部門で映画

を製作した。その「男女同権」の部門の作品が「情炎」である。総理大臣

官邸や憲法普及会の各県支部などに無料で貸し出されて130回も普及活動

の中で上映された2)。製作は松竹株式会社であり，監督は渋谷実，脚本は

池田忠雄と新藤兼人3)など，一流のスタッフが担当した。主演は当時の大

スターの水戸光子と佐野周二であった。日本国憲法の施行日である1947年

5 月 3 日を控えた同月 1日に公開された。各新聞や映画雑誌に宣伝の記事

や広告4)が賑やかに掲載され，全国各地の映画館で広く一般に上映され

た。

このような盛況ぶりがうかがえる一方で，その内容はこれまで，憲法普

及会が1947年に発行した『事業概要報告書』に掲載された，映画製作会社

の松竹映画宣伝資料による「梗概」の転載5)のみでしか知ることができな

かった。そのあらすじを読む限りでは，その内容は率直にいえば単なる

「男女間のもつれ」と「その復縁」を描いたものという印象であり，憲法

の理念の普及や「男女同権」というテーマ性を見出すことは困難であっ

た。また，国民主権をテーマとした「壮士劇場」と平和主義をテーマとし

た「戦争と平和」は映画フィルムが残されているが，「情炎」のみ見当た

らない6)。筆者はこれらの点に疑問を感じて，内容の全体像を知りたいと

思い，10年以上にわたり調査を継続してきたが，まったく手がかりがつか

めなかった。

ところが，2014年秋以降に偶然の出会いが重なり，少しずつではあるが

映画周辺の資料が明らかとなり，2015年 7 月に，ついに，映画のシナリオ

に幸運にも出会うことができた7)。同シナリオは松竹撮影所印刷部が作成

したもので，完成稿かそれに近いものと推察できる。依然として映像資料

は見つかっていないため，同シナリオと実際の映画の内容はどの程度異な

るのかはわからない。しかし，ぼんやりとしてではあるが，ようやく，当
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時の「男女同権」をテーマとした映画の全体像を知ることができた。これ

は筆者にとっては待ち望んでいた大きな発見である。加えて，「情炎」は，

脚本家の久板榮二郎による「愛情の軌跡」というシナリオが原案とされ，

それが新藤ら別の脚本家により書き直されて映画化されたことも明らかに

なった。

｢情炎」と「愛情の軌跡」のシナリオを読み比べると，物語の主人公や

設定はほぼ同じであるが，そのコンセプトがまったく異なることがわかっ

た。後者の「愛情の軌跡」は，無意識に封建的な考え方を身につけてい

る8)男女間のもつれと解放を描くことを通じて女性の経済的・社会的な自

立やエンパワメントをテーマとしており，今日の視点からは「男女同権」

の記念映画として適切な内容であるように思われる。そこで，なぜそれ

が，男女間の愛情に焦点を当てた映画に変わったのか，新たな疑問が浮か

び上がった。

⑵ 検討の視点――憲法第14条，第24条，第44条の立憲政策としての

トータルデザイン

日本国憲法の理念の実現には，それまで政治的権利がなく，家族制度や

妻の無能力といった法制度によって社会的・経済的権利がなく，戦争中は

出征した男性の代わりとなって国内の労働力を支えたとはいえ生計を支え

る働き方はごく限られて社会的・経済的権利が著しく乏しかった女性たち

にとっては，まずはそれらの権利を差別されずに行使するための力をつけ

ることが必要であった。そこで，GHQ における男女同権の実現をめざす

当初の立憲政策のトータルデザインは，今の言葉でいえば「女性に力をつ

ける」という政治的，経済的，社会的なエンパワメントの促進であった。

その目的を深く理解した GHQ 民間情報教育局のエセル・ウィード中尉を

中心に，各地でさまざまな啓発活動が行われた。

他方，日本国憲法制定過程およびその関連法制の整備は，政治，家族，

労働，教育，農村など各々の領域で行われた。こうして各論に分断された
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ことで，日本政府側の保守的な意向が巧妙に入ってくることを許すことに

なった。GHQの上層部はそれにだんだんと同調していった。そのために，

具体的な施策化の段階では，総合的なエンパワメントの視点は忘れられ，

各々の分断はさらに進んだ。

そこで，憲法第14条，第24条，第44条を総合的にとらえた上で9)，改め

て憲法第14条の「政治的，経済的，社会的関係において差別されない」と

いう文言を軸にして各々を総合的・横断的に検討することで，本来の立憲

政策の視点が浮かび上がってくるのではないだろうか，と考えられる。こ

こでは，男女同権を実現するための男性の役割がどのように扱われたのか

にも注目する必要があろう。

日本国憲法の施行から約70年後の今日に至るまで，さまざまな法制度が

整備されてきたが，いまだに日本は男女間の格差が大きく，エンパワメン

トが進んだとは言いにくい状況10)である。2015年は，憲法の男女同権の

スタート地点である女性参政権が法律上実現してから70周年という節目の

年である。また，これまでよりも踏み込んで経済的・社会的平等を具現し

ようとする法律11)が制定された年でもある。よって，この際に，男女同

権について，憲法制定時の議論を振りかえって考察を深めることは，それ

なりに意義のあることではないかと思われる。

そこで，本稿では，映画「情炎」のシナリオを手がかりとして，日本国

憲法の制定，公布，施行の前後における男女同権に関する議論を基軸にし

て検討することにより，政治的，経済的，社会的平等の保障という立憲政

策のトータルデザインを明らかにしたい。

なお，日本国憲法の制定過程および政治，家族，労働の各分野における

関連法制度の整備に関しては，先行研究に依拠して考察したが，紙幅の関

係により文献は引用のみの最小限の記載に留めざるを得なかった。また，

教育・スポーツおよび農村における男女同権についても当時の大きなテー

マであるが，紙幅の関係により別稿12)としたい。また，引用の際に，漢

字の旧字は新字に改めた。
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1 政治的関係において差別されない

政治的平等は，憲法第14条だけではなく第44条として条文化された。

1945年12月に衆議院議員選挙法が改正されて，日本国憲法制定の議論が本

格化する前に女性の政治参加は実現した。憲法第44条はそれを追認した。

映画「情炎」は，女性参政権を扱っていない。しかし，女性参政権は先

述のとおり，日本国憲法における男女同権の出発点である。そこで，本章

では，まず，政治的平等について，衆議院議員選挙法の改正過程における

男女同権という視座から検討する。

⑴ 女性参政権付与への支持と反発

女性参政権については，戦前からその獲得運動が盛んであった。1945年

8月25日，ダグラス・マッカーサー元帥が着任もしていない早い時期に，

それまで女性参政権の獲得をめざして活動してきた女性たちが「戦後対策

婦人委員会」を結成して，GHQ に申し入れを行った。他方，当時，女性

は思想の内容からいえば著しく保守的なのが現状であるとされ，女性参政

権の付与に反対する立場の意見13)も強かった。

GHQ のマッカーサーは，マニラから日本に向かう機中にあった同月29

日に，女性に参政権を与えることを表明した14)。同年 9 月15日に東久邇

宮稔彦王内閣総理大臣と会談した際もその必要性を強調した15)。同年10

月11日の「五大改革指令」では第 1項目において「一 選挙権賦与による

日本婦人の解放――日本婦人は，政治体の一員として家庭の安寧に役立つ

新しい概念の政府を日本に招来するであろう｣16) とされた。政治に参画

することで，家庭内の男女同権を実現し，それがよりよい日本社会をつく

りだす基盤になるという，立憲政策のトータルデザインを示しているとい

えよう。

同月 9日に発足した幣原喜重郎内閣において内務大臣に就任した堀切善

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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次郎は，衆議院議員選挙法の改正について，女性への参政権付与，有権者

年齢の引き下げ，大選挙区制の採用が適当であると判断した。堀切は，そ

の留学の経験から，女性の大多数の投票行動は左や右の極端な方にはいか

ず，中立的な公正な判断が国政の運営に役立つと考えた。女性参政権運動

が活発になった当時の社会情勢なども考慮して，その実現を推進した。

その翌々日の11日の臨時閣議において，女性参政権付与が議論された。

各大臣は基本的には賛成したものの，女性の選挙年齢は男性より 5年引き

上げるべきとするものや，女性には選挙権のみを与えて被選挙権は与える

べきではないという，男女間にちがいをつけた方がよいという意見もあっ

た。結局，選挙権は男女とも満20歳にすることは同月13日の閣議におい

て，被選挙権は男女とも満25歳とすることは同月20日の閣議において決定

された。同月23日に閣議決定された「衆議院議員選挙制度改正要綱」にお

いて「女子ニモ男子ト同一ノ条件ヲ以テ選挙権及被選挙権ヲ認ムルコト」

とされた。なお，同要綱には，選挙権および被選挙権の年齢引き下げ，大

選挙区制の採用，選挙公報の簡素化，復員軍人および帰還在外邦人の臨時

選挙人名簿の調整の必要性，沖縄県での選挙不実施，朝鮮人および台湾人

も選挙権および被選挙権を有することなどが盛り込まれた。

他方，同年 9月29日に衆議院に設置された議会制度調査特別委員会は，

10月12日に「議員選挙法改正要綱」を議決した。同要綱には，その前日に

閣議決定された女性参政権付与や選挙権および被選挙権の年齢引き下げと

いった内容は盛り込まれなかった17)。議会では当初，このような保守的

な意見が主流であった。

同年11月28日に，第89回帝国議会に衆議院議員選挙法改正案が提出され

た。衆議院の「衆議院議員選挙法中改正法律案外一件委員会」の審議にお

いて，堀切内務大臣は，女性に参政権を付与する理由を，○1 女性も一般

に教養が進み，男子に伍し，代わり，男子亡き後を守って活動している実

情から，選挙権行使に支障がない段階に来ていること，○2 女性が政治に

参与することは，女性の地位を向上し，国民の総意を如実に政治に反映で
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きること，○3 今後婦人問題，社会問題など，女性の参加を必要とする諸

問題の解決を促進して新日本の建設に寄与することが少なからずあること

の 3点を挙げた18)。これは，GHQ やマッカーサーによる立憲政策のトー

タルデザインと共通する認識といえよう。

また，女性に政治教育をより一層行った後に参政権を付与するのが穏当

であると言及されるとともに，女性参政権と家族制度は調和が保てるの

か19)，地方の女性代議士は愛しい夫や子どもと離れて夫婦円満が保てる

のかという疑問や，妻が立候補する際の夫の同意について法文上明かにす

べきであるという指摘があった20)。その理由は，第一に，女性参政権と

は，女性を外に出して男性と同じ役割に移行させることになり，家族制度

の破壊に通じるからということである。第二に，民法上の妻の無能力制度

により，選挙資金の借入などが必要な場合，実際には自らそれを行うこと

ができなかったためである。これに対して，堀切内務大臣は，女性参政権

によって家族制度は壊されることはないこと，夫婦が互いの立場を了解す

ることで家族制度の長所を発揮できること，女性が不当に圧迫されている

という家族制度の欠点を補われることなどを挙げて，女性参政権と家族制

度の調和を強調した21)。他方，参政権の付与にともなって民法など法律

上，社会上の女性の地位も向上させる必要性が提起された22)。結局，女

性参政権に関しては，原案通りに成立した。

また，衆議院議員選挙法の改正に先んじて，同年11月21日に，治安警察

法は「治安警察法廃止等ノ件（昭和20年勅令第638号）」により廃止され，女

性が政党に加入することができるようになった。こうして，女性が参政権

を行使する体制が整った。

なお，国会議事堂の傍聴席は，1890年11月29日に帝国議会が開設された

ときから貴衆両院ともに，議場の公衆席に「婦人席」が設定されて，女性

にも開放されていた23)。第91回帝国議会の初日である1946年11月26日に，

男女別の公衆席は廃止された。すなわち，女性の議員が初めて加わった第

90回帝国議会の会期中は傍聴席に「婦人席」が設けられたままであった
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が，その理由は明らかではない。

⑵ ｢連記制」というポジティブ・アクションの成果と反発

1946年 4 月10日に行われた衆議院議員総選挙において，女性は初めて参

政権を行使した。当初は，有権者の女性の投票率は30∼60％と予測されて

いた24)が，普及・啓発を担当した GHQ 民間情報教育局のエセル・ウィー

ド中尉が全国を回って奮闘したり，投票に行かないとマッカーサーに叱ら

れるといった噂が立った25)りして，女性の有権者の投票を促し，投票率

は67.0％（男性は78.5％）であった。女性の立候補者は79人であり，候補

者全体の2.9％であったにもかかわらず，その当選者は39人（8.4％）で

あった。これについて，戦後直後は女性参政権に反対したものの後に支持

するようになった宮沢俊義が「少し誇張していうと，日本国民が唖然とし

た｣26) と言及したように，当選数の多さはかなりの驚き27)をもって受け

止められた。女性の当選者が多かった理由は，選挙制度が，選挙区のうち

定数 5 人以下では単記制（ 1 人）であったが，定数 6 ∼10人では 2 人以

内，定数11人以上では 3 人以内の候補者名を書く制限連記制であったの

で，すべて女性の候補者の氏名を記入したり，男性名を書いて余った欄に

女性名を記入したりといった「票の一つ一つが積り積もつて『魔術の山』

をつくつた｣28) からであろう。

ところで，女性活動家の市川房枝は，女性参政権の「呼び声とともに，

女性の社会的，経済的地位の向上は期待してよいと思ひます｣29) という

当時の立憲政策のトータルデザインをふまえた認識であったが，この具現

はうまくいかなかった。その理由は何であろうか。

この選挙結果は，共産党が 5議席を獲得したことと，女性の当選者が多

かったことから，政府や保守派から強い批判が起こった。1946年 5 月に，

東京都選挙管理委員会は内務省に対して，制限連記制を見直すよう申し入

れた30)。同年12月 5 日に，自由党と進歩党は，大選挙区制限連記制から

中選挙区単記制への復帰を含めた改正を行うことで意見が一致した。社会
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党は，参議院の全国区・地方区という選挙区制の採用が明らかとなったの

で，衆議院については中選挙区制がよいとの意見が有力となった31)。改

正案に関する与野党のちがいは，制限連記制を維持するか，単記制に戻す

かという点であった。

1947年 2 月 1 日に予定された「2・1ゼネスト」が前日の 1月31日に中止

され，その後の 2月 6日にマッカーサーは，吉田茂内閣総理大臣に，次の

衆議院総選挙の時期が到来した旨の書簡を送った。これ以降，政府・与党

の中選挙区単記制への改正の動きは本格化した。GHQ のコートニー・ホ

イットニー民政局長は，当初は，現行制度での選挙は 1回のみでありその

是非について早急な判断はできないとしたが，同年 3月14日には，選挙区

制は議会の選択に任せるとの方針転換を吉田内閣総理大臣に伝えた32)。

衆議院における議論では，法案を審議する委員会の委員30人のうち，女

性は山下春江（進歩党）の 1 人であった。野党から，単記制への復帰は女

性議員の数を減らす影響を生じることが問題視された。加藤鐐造（社会

党）は，○1 日本の再建のために女性の非常な協力が必要であること，○2

女性を解放しなければ日本の民主化が行われないこと，○3 せっかく前回

の選挙で非常に進出した女性議員をまたひっこめてしまうのは，日本の民

主化において女性の協力が減退する結果になること，○4 女性の協力を政

治に求めるには，女性の政治への進出が必要であることという 4点から，

改正案に反対した33)。

幣原内閣総理大臣は「この法律の改正案というものは，決して婦人を減

ずるなんというような考えは毛頭ありません。婦人の努力を政治の上に利

用するということは，これはきわめて必要なことであり，有益なことであ

ると思つております。そういつたような意味でこの改正案が出たものでは

ないと私は確信いたします。また私はそういつたような結果を生じないよ

うに，私は自分で念願しております。｣34) と答弁した。

貴族院の議論では，野党議員からの，女性の当選率が低くなると考えら

れるが，その点について女性代議士を今までのような割り当てに出しても

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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らいたいという意味合いから考えるとどうなるかという質問35)には，植

原悦二郎内務大臣は，中選挙区単記制は女性候補者には「相当不利｣36)

だと思うと答えた。

他方，国会外では，この改正に対して女性議員が反対するかどうか，そ

の動向も注目されたようである37)。貴衆両院において女性の議員の発言

は見当たらず，その活動状況は明らかではない。他方，制限連記制が「彼

女等を当選せしめる秘密の鍵でもあるかの如く｣38) に，女性議員が超党

派で改正に反対を示したとの示唆もある。

結局のところ，同修正案は 3月30日に衆議院で，翌31日に貴族院で可決

されて，同日に公布された。いずれにせよ，女性候補者に不利益になる側

面は指摘されていたものの大きくは問題視されず，選挙制度の変更は是認

されたのである。

1947年 4 月25日の衆議院議員総選挙では，その懸念は現実となった。女

性の投票率は61.6％（男性は74.9％）に下がり，当選者はわずか15人

（3.2％）と，24人減少した。女性議員の割合が落ち込んだことは，「連記

制による水ぶくれが清算された結果に外ならない｣39) として問題にされ

なかった。

⑶ GHQ における「女性のエンパワメント」に関する二面性の顕在化

加藤シヅエは，戦前から当時に至るまで，女性参政権運動のリーダーで

あったが，それでもなお，GHQ 参謀第 2 部長のチャールズ・ウィロビー

准将に指摘されるまで，「選挙になって自分も出る番がきているというこ

とに全然気がつかなかった」，「選挙はどうしてやるのかわからない｣40)

と述べるほど，女性にとって立候補への道のりは遠かった。

GHQ 民間情報教育局のエセル・ウィードは，こうした日本の女性たち

の消極性に気がついて，日本の女性活動家のリーダーたちとの協議をもと

に「女性を投票させるための情報プラン」を作成した。その目標の一つに

「女性の政治への参加は民主的社会に不可欠な要素であることを示すこと」
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を挙げて，広報にあたっての具体的な方法を示した。これは，選挙での女

性の聡明な選挙権行使を勧告する1946年 2 月 3 日付のカーミット・R・ダ

イク民間情報教育局長の覚書に添付して，同局の各課長に送付された41)。

それだけではなく，ウィードは，自ら積極的に地方に出かけていき，地元

の新聞社との共催や記者との懇談を行って，その内容が紙面で記事になる

ように仕向けた42)。このように，女性参政権実現に向けての GHQ の普及

活動は積極的であった。しかし，民政局と民間情報教育局は，女性解放の

観点から女性への啓発活動は必要であると考えていたが，他方で，女性だ

けの団体をつくってはいけない，男女同権なのだから女性だけを別扱いし

てはいけないという，矛盾した指令を出していた43)。ただ，講演会では

多くの出席者を確保するため動員がかけられた。その結果，地域の裁判

官，公務員，有力者との懇談だけではなく，女性団体や地域団体を対象と

した規模の大きい講演会から車座になっての座談会まで，さまざまな広報

活動が行われた。

すなわち，エンパワメントの視点から，男女同権の普及活動にとりわけ

大きく貢献したのは，このウィードである。教育学研究者の上村千賀子の

研究に基づいて，ウィードの経歴やその活動を整理しておきたい。

ウィードは，1945年10月26日に日本に到着し，GHQ 民間情報教育局企

画・実施班に設置された女性情報サブユニットに配属され，女性情報担当

官に任命された。かつて新聞記者などをしており，その広報活動の経験を

いかして，女性の選挙権行使キャンペーン，婦人団体の組織化と民主化，

労働省婦人少年局の設置，民法改正，その他さまざまな女性への啓発活動

に取り組んだ。また，各府県の軍政部ごとに，女性の問題を扱うため，女

性の担当者を配置することにも尽力した44)。さらに，GHQ 内の他のセク

ションや地方軍政部の担当者，日本政府，女性団体との連絡，地方向け情

報・啓発事業の企画なども担当した。選挙の広報活動については，アメリ

カの歴史家であるメアリ・ビアードに助言を求めた。

こうして民間情報教育局は，1946年 4 月の選挙にあたっては，新聞だけ

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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ではなく，ラジオなどさまざまな方法によって大々的な広報活動を行っ

た45)。しかし，1947年 4 月の選挙で女性議員の数が激減しても，同局は

その下落を止める方策を講じなかった。このように 1年前の活動との落差

が大きいのはなぜであろうか。

女性参政権付与に積極的な姿勢であったマッカーサーは，自らの方針に

より1946年 4 月の選挙で女性の議員が数多く当選したことを喜び，女性の

議員全員を招いて会合を行った。当選を祝福する一方で，女性議員たち

に，立法に影響を及ぼそうとして女性だけで集まるような「女性ブロック

（陣営）」を形成する誘惑に駆られないようにと強い調子で警告したとのこ

とである46)。この，女性が女性の権利を実現するために集まって活動し

ようとすることへの抵抗感は，後述のとおり，労働省婦人少年局設置に向

けた検討の際に再び顕在化して，影響を与えた。GHQ のセオドア・コー

エン労働課長は後に「マッカーサーは，婦人参政権を含め，女性解放にも

責任を負った。重要であっても，このどちらも占領の全体の流れに大きな

影響を与えるものではなかったにもかかわらずである。｣47) と振り返った

ように，GHQ は女性の政治参画の位置づけを消極に転換した。

日本の女性の政治活動についての先駆的な研究者である，アメリカの政

治学研究者のスーザン・ファー48)によると，GHQ の女性職員と日本の女

性活動家のリーダーとの連携を「女性の政策同盟（Women’s Policy

Alliance）｣49) と呼び，女性の権利に関する法改正や広報啓発活動に大きな

影響を与えたとする。それが GHQ 上層部の批判の対象となったようであ

る。

⑷ 小 括

女性参政権の実現について憲法第14条，第24条，第44条を総合的・横断

的に理解する視点から考察すると，次の 3点が指摘できるだろう。

第一に，初期の GHQ およびマッカーサーは，女性が政治的・経済的・

社会的に差別されないことが日本社会の改革に必要なので，その最初の一
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歩となる女性参政権の付与をとりわけ重要視していたことがわかった。

GHQは女性参政権の付与にあたり，「女性のエンパワメント」や「エンパ

ワーする」という言葉は用いていない。しかし，その進展と停滞の経緯を

検討すると，「女性たちに権限を付与する」という意味での「エンパワメ

ント」と「女性たちの力をつける」という意味での「エンパワメント｣50)

が，当初は並列したが，女性議員の予想外の大量当選をきっかけに分離さ

れ，前者が実現したので，後者は不要なものとして放置されたと考えられ

るのではないだろうか。この「分離」と「放置」は，総合的・横断的に男

女同権をめざすという当初の目的からの方向転換といえよう。これは，

「経済的・社会的な関係において差別されない」という憲法上の理念を具

体化する法制度の整備，具体的には民法改正および労働基準法や労働省設

置法の制定に影響を及ぼすことになった。

他方，ウィードなど，GHQ の中・下級の女性職員は，男女の政治的平

等が，経済的・社会的な平等ももたらすと考えた。草の根で女性たちのエ

ンパワメントを促進する活動に積極的であり，その成果は実を結んだ51)。

これに対し，GHQ の上層部は，女性が政治的な能力を身につける活動に

は熱心であったが，その能力をいかして政治に参加し，社会的・経済的に

も自立した個人を形成することへの視点は十分ではなく，さらに，女性の

政治家同士が結びつくことを嫌がった。

第二に，GHQ の方針を日本側が先取的に取り入れられたと評価されて

きた女性参政権の採用は，実際の日本の政治指導者たちの意図は，女性解

放や女性の自立による男女同権の実現を意味するものではなく，封建的な

家族制度と共存するものであった。芦田均がいうように，「日本婦人は国

家，社会に対する関心がうすいことと，従つて公共問題についてはつきり

した自分の意見をもつ人が少いということである。だからたやすく先入観

にとらわれ，低調な宣伝にかかりやすく，さらに反面からみれば，男性よ

りも自主性が乏しいことである。｣52) という見方が大勢であり，政府に

とっての女性参政権の実現は，本来は保守的漸進的な影響が期待され53)，

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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現体制維持の手段に過ぎなかった。政府側は女性の政治参画が，民主化を

推進して新しい日本をつくるためによいという意思をもって女性候補者に

投票した人は少ないという見方を示してこれを裏づけた54)。選挙権を行

使する女性は，男性と同様の「市民」や「個人」としては想定されていな

かったということである。こうして，1947年の衆議院選挙法改正の際は，

すでに日本国憲法が公布され，第44条があるにもかかわらず，女性がその

能力を発揮する十分な機会がないままに，保守的な要素をもつ中選挙区単

記制に変更された。

第三に，連記制は女性候補者に対していわば「ポジティブ・アクショ

ン」として機能し，その当選するのに大きく貢献した。当時，選挙法制を

所掌した内務省行政課の課長は，制限連記制の本旨である少数代表の目的

は，1946年の選挙ではある程度達せられたと指摘した55)。

単記制への改正は女性の候補者に不利になることが野党からは問題視さ

れて，政府もその認識を共有していたが，政府与党の強い決意56)により

改正が遂げられた。政府の予測どおり，1947年 4 月以降の女性議員の割合

は大幅に低下した状態が続き，1946年 4 月の39人（8.4％）よりも衆議院

議員の女性の割合が高くなったのは約60年後の2005年の小泉純一郎内閣が

行った郵政解散選挙において多数の女性「刺客」候補が擁立されて，その

うち43人（9.0％）が当選57)するまで待たなければならなかった。

単記制は，性別に中立的な選挙制度であり，当然，憲法第44条にも第14

条にも違反しない。ただ，女性に不利に働く制度であった。一方，制限連

記制は少数代表を可能とするため，女性の候補者にも当選する機会が増す

制度であった。政治学研究者の岩本美砂子は，この機能に着目し，地方議

会における 2票制の連記制の導入を提言した58)。

ところで，フランスは，2013年 5 月に県議会議員選挙制度を改正し，そ

の立候補は男女ペアの 2人組で行い，各選挙区から 1組を選出する「パリ

テ 2 人組投票制」を導入した59)。2015年 3 月の県議会選挙において，同

制度による初めての選挙が実施され，当然であるが，議員の男女比は半々
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となった。女性も議会に参画することが民主主義の具現とするフランスな

らでは特徴のある制度であるといえよう。それを参考にすれば，日本では

クオータ制の導入には強い抵抗があるが，制限連記制を導入することで，

ある程度はポジティブ・アクションと同じような効果が得られるのではな

いだろうかと思われる。1946年の選挙の経験は，こうした観点からも記憶

されるべきであろう。

すなわち，憲法第44条を，憲法第14条および憲法第24条と総合的・横断

的に理解すると浮かび上がる「女性のエンパワメント」という視点が，政

治的平等は「女性も男性と同じように選挙権，被選挙権を持つ平等」に置

きかえられた。こうして，日本国憲法の制定および関連法制度の整備によ

り，政治的関係における男女同権が実現した，とみなされたのである。

2 経済的・社会的関係において差別されない

――夫婦関係および家庭内

映画「情炎」は，夫婦の関係性が描かれており，日本国憲法第24条を主

な内容としている。ところが，シナリオから映画化されるまでに，原作者

の久板榮二郎と製作者側との間で，内容の改変をめぐって論争が起きたこ

とが明らかになっている（詳しくは後章「4」で扱う）。この論争は，おそら

くは，当初は映画のコンセプトに，憲法第24条の家庭内における平等と，

憲法第14条の経済的・社会的平等の両方の視点が含まれていたにもかかわ

らず，製作者側は後者の視点の重要性が理解できなくて，結局のところ前

者の視点をアピールする映画として完成することになったゆえではない

か，と推測できる。

そこで，本章では，経済的・社会的平等について，憲法制定過程および

民法改正過程における夫婦関係と家庭内における男女同権という視座から

検討する。なお，戸籍法の改正過程は，紙幅の関係により扱わない。

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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⑴ GHQ における憲法改正草案の作成

1945年12月28日に開催された GHQ民政局の会議にて，GHQは封建的・

全体主義的な慣行の根絶に関して任務としていることを確認し，「日本の

社会的・政治的構造の全ての基本となっているところの家族のレベルで問

題を根絶しないことには，日本における民主主義の発展は実現できないだ

ろう｣60) という結論に達した。その活動の当初から，家族制度の廃止が

視野に入っていたことがわかる。

GHQ 民政局は，マッカーサー草案を作成する際，運営委員会のもとに

7 つ（立法，司法，行政，人権，地方行政，財政，天皇・条約・授権規定）の小

委員会を設置した61)。このうち，女性の権利については，「人権に関する

小委員会」で案が作成された。

当時の GHQ 内では珍しい民間人の女性職員であったベアテ・シロタ62)

は，同小委員会のメンバーであるピーター・K・ロウスト中佐から，女性

だからという理由で，女性の権利に関する憲法起草作業にも実質的に加わ

ることを許された63)。シロタは，このチャンスをいかして，第二次大戦

前の，自らの幼年期から少女期までの日本在住の経験から，とりわけ家庭

内における男女平等を重視した規定を憲法典に盛り込むことが重要と考

え，詳細な条文案64)を準備した。内容は多岐にわたるが，その主なもの

を整理すると，婚姻と家庭における男女平等（第18条），妊婦と乳児のい

る母親が国から援助を受けられる権利（第19条），婚外子に対する差別の

禁止（第19条），養子縁組（第20条），教育の理念（第23条），子どもの医療

の無料化（第24条），児童労働の禁止（第25条），女性が職業に就く権利

（第26条），女性の参政権（第26条），男女の賃金平等化（第26条），法律に基

づく社会保障の実施（第29条）などであった。

シロタの案は，民政局運営委員会による最終的検討で，憲法で規定する

のが妥当であるかどうかは疑問であり，むしろ法律の規定にまつべきであ

るとの民政局次長チャールズ・L・ケイディスの指摘65)があり，文言を手

直しされ， 2 月13日に日本政府に提示されたマッカーサー草案第23条66)
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および第24条としてまとめられた。

⑵ 保守派による復古の試み

3 月 4 日の GHQ と日本政府との協議の際には，マッカーサー草案第23

条の「家族ハ人類社会ノ基底ニシテ其ノ伝統ハ善カレ悪シカレ国民ニ滲透

ス」について，日本側は意味がない文言であると反発して，削除され

た67)。さらに，「両親ノ強要ノ代リニ」や「且男性支配ノ代リニ」は，条

文は簡潔を旨とする日本側が「節約のため｣68) として，削除された。最

終的に日本側は，現行憲法第24条の文言には同意して，憲法改正案が作成

された。ただし，この「男性支配の排除」が日本側の憲法改正草案要綱第

22では「夫婦の同等の権利」にかわったことで，固定的な性別役割分担を

前提とした夫婦関係および家庭内の平等でも良いと理解できる趣旨に転換

した69)といえよう。帝国憲法改正案は1946年 6 月に帝国議会に提出され

て衆議院および貴族院で修正可決された後，枢密院で再可決された。日本

国憲法は1946年11月 3 日に公布され，翌1947年 5 月 3 日に施行された。

1946年 7 月 3 日に，吉田内閣は，憲法改正にともなう諸般の法制の整備

に関して調査審議するため，諮問機関として「臨時法制調査会」（会長 :

吉田内閣総理大臣，副会長 :金森国務大臣）を設置して，民法改正に向けての

議論が始まった。委員59人中女性は，女性運動家の河崎なつ（1947年に社

会党所属の参議院議員となる）と久布白落實（矯風会），作家の村岡花子の 3

人であり70)，法律問題に精通している女性の弁護士71)などの人材は含ま

れなかった。

当初は戸主権や家族制度は廃止しないとしていた政府が，1946年 8月に

なると態度があいまいになり，同年 9月にはこれらの廃止を言明するよう

になった72)。ただ，政府の当初の考え方は，家族制度はなくすとしても，

「氏」をその代役にして，家族制度を実質上存続させようとした73)。すな

わち，1946年 7 月の民法改正要綱案では「第七 妻は夫の氏を称するこ

と，但し当事者の意思に依り夫が妻の氏を称することを妨げざるものとす

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)

17 ( )571



ること｣74) とされた。翌 8月の司法法制審議会における改正案では，「当

事者の合意による」とすると妻の「氏」を選択できる幅を広く認めすぎ

る75)ので，「第八 夫婦は共に夫の氏を称すること，但し入夫婚姻に該る

場合に於て当事者の意思に依り妻の氏を称するを妨げざるものとするこ

と｣76) と，いわゆる「入り婿」の場合に限定して妻の氏を称してもよい

として保守色を強めた。このように，国会に提出される前の民法親族編・

相続編改正法案では，第 1 次案（1946年 8月11日）から第 6 次案（1947年 3

月 1 日）までは夫の氏を称することが基本とされた。しかし，第 7 次案

（1947年 6 月24日）ではこれが劇的に転換して「新第750条 夫婦は，婚姻

の際に定めるところに従い，夫又は妻の氏を称する」と修正された77)。

同改正案は，1947年 8月24日に衆議院で可決され，同年11月22日に参議院

で可決された。同年12月22日に公布され，1948年 1月 1日に施行された。

民法改正作業に関わった民法学研究者の中川善之助は，「いくら妻も夫

も対等であると考へて見たところで，その社会的生活力に於いて，妻が力

なく，夫の経済力に依存しなければならないとしたら，実際には何の役に

も立たない」が，「男女の間の法律的条件を揃へることによつて，経済的

にも両者の出発点だけは同じものとすることは出来る｣78) とともに，女

性の教養や技能が向上して男性と同等になることで解決される性質のもの

であると言及した。権利の具現には女性のエンパワメントが必要であるこ

とを指摘するものとして，注目される。また，相続の均等性の実現は，家

族制度の廃止だけではなく，「経済的平等」を実現する手段として位置づ

けられた。

⑶ 民法改正の議論における，女性によるサポーター団の活躍

1946年 3 月15日に 5 人の女性の弁護士と非公式の会合をもった GHQ 民

政局裁判所法律課長のアルフレッド・オプラーは，その際に彼女たちから

家族法についての覚書を手渡された。この覚書は，家族制度を「重大な封

建制の残滓のひとつ」とし，その廃止または少なくとも大幅な改革の必要
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性を訴えたものであった79)。先述のとおり，GHQ 民政局の任務に封建的

慣習の廃止が含まれていたことから，家族制度は GHQ の関心事となって

いく。

他方，GHQ の民間情報教育局は，1946年初めからエセル・ウィードを

中心として，家族制度のもとにおける女性の法的地位を熱心に研究してい

た。1947年 2 月∼ 3 月に，ウィードは民法学研究者の川島武宜および弁護

士の渡辺道子や田辺繁子らと懇談を重ね，民法に関する意見を集めるとと

もに，民法改正の内容を国民が理解するための議論や活動の必要性を認識

した80)。当時の希少な女性の法律家は，民法改正を議論する審議会のメ

ンバーには含まれなかったが，オプラーやウィードを経て，その知見を実

際の法改正に反映させた。

オプラーは，日本の女性の解放は家族制度廃止の立法がなされた後に進

展を示したとしつつ，女性たちが「法律的に勝ち取った諸権利を実際に行

使すること｣81) がその成功の試金石となるとみていた。これは「夫婦関

係の平等化」と「家族制度の廃止」を通じた「女性の経済的・社会的自

立」という意味合いであろう。ここで活躍したのは，GHQ の中・下級の

女性職員と，上層部の男性職員の妻82)たちである。彼女たちは，雑誌や

書籍83)に寄稿するだけではなく，東京や地方に出かけての女性グループ

との対話や講演を行って，日本の女性の組織化と啓発を担った。

ウィードは 1週間に60人以上の女性活動家と積極的に女性の権利に関す

る問題を討議していたようである84)。その地方視察や講演は，1946年か

ら1949年までに少なくとも14回行われた85)。テーマは多岐にわたり，女

性団体，参政権，法的地位，農地改革などであった。講演の内容は，1946

年のはじめでは，同年 4月に行われる予定の衆議院総選挙に向けて，女性

たちを激励した。1946年後半から1947年のはじめは女性団体の民主化につ

いての講演が多く，本州，四国，九州においてのべ約5000人の女性たちと

会合を行った。憲法施行後の地方での会合では，民法改正が大きなテーマ

となった。なお，憲法普及会が行った憲法普及のリーダーを養成しようと

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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して国が受講生を呼び集めて行った講演会における女性の参加は全体の

2087人中128人（6.1％）に過ぎなかった。このように憲法普及会の啓発活

動は「官」を中心とした86)「上からの」活動であったが，これと対照的

に，ウィードを中心とした啓発活動は「地域草の根」を基盤としたもので

あった。1947年 6 月 9 日から13日までは弁護士の渡辺道子とともに新潟県

と山形県へ行き，同年 7 月25日から8月 6 日までは弁護士の田辺繁子とと

もに島根県を視察した。ウィードは各地で講演終了後に，地域の女性団体

のメンバーとの懇談する時間を取り，ときにそれは夜まで及んだ。地方の

女性たちにとって，そうした場で民法改正について議論することは，家庭

内のプライベートなことを公にして，法律には詳しくなくてもそのあり方

について議論し，他の女性と経験や対策を共有するという，おそらく初め

ての機会となった。ウィードの取組はまさに今日でいう「エンパワメン

ト・アプローチ」と呼べるだろう。また，こうした視察には地方軍政部の

女性担当職員の協力を得て行われたが，それは彼女たちの研修にもなり，

その後の活動にいかされた。

なお，GHQ は家族制度の廃止を強制しなかった。民法改正に対する対

応からみると，当初は，日本の封建的慣習の廃止には家族制度の見直しが

カギになるとされていたが，その後の非軍事化と民主化の占領政策におい

て「第二義的な重要性しかない｣87) と消極に位置づけ直されたからであ

ろう。オプラーやウィードは，GHQ の方針ではなく，単に個人的見解を

述べたに過ぎない88)とされている。これは，家族制度のように国民の生活

感情に根ざしている規範を，外国人の干渉によって変革させられたと受け

止められることから生じる国民感情の反発をおそれていたようである89)。

⑷ 男性の役割への着目

憲法第24条は「両性の本質的な平等」としていることから，本来なら

ば，「家庭内での男性の責任」に関する議論の必要性も想起される。今日

その必要性が説得力をともなって広く議論されるようになった。男女同権
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では最も遅れている領域であると考えられる。

ところが，日本国憲法施行当時に，わずかばかりではあるがこの視点で

の議論が見いだせる。日蓮宗の機関紙「法華」では，新憲法により男女同

権になったことは，「男子に対しても亦従来の封建的態度を一変して，女

子の人格を尊重すべき義務を負担せしめたる一大革命であることを認めな

ければならぬ｣90) として，夫と妻は対等であること，舅姑の嫁いじめの

慣習は誤りであることを指摘した。芦田均は，「新憲法，改正民法が男女

の本質的平等を規定したことは，まことに機宜をえた改革と思うが，この

改革の裏付けとなるべきものは，われわれ国民の生活態様の改善であつ

て，日常生活の思いきつた改革なくしては，男女同権の思想は実をむすぶ

ことができないのではないか」，「この問題はただ婦人の自覚にまつという

ばかりでなく，男性もまた父兄として，夫として，助力する重い責任をお

わされているのであるが，両性の自覚と努力を出発点として，実質的に婦

人の地位の向上をはからなければならない｣91) と，男女同権の実現への

男性側の変革の必要性を指摘した。映画監督の黒澤明は，男女同権には，

女性は「女らしさ」に縛られずまず人間として自立し，男性は女性の欠点

を非難する前にまず自らの責任を反省して行動することが必要であると述

べた92)。

このような夫婦関係および家庭内における男女同権の実現に関する男性

の役割についての議論がもっと注目されて発展していれば，今日の社会は

大きくかわっていただろう。

ところで，日本国憲法が施行された翌年の1948年に制定された「国民の

祝日に関する法」において，「こどもの日」が，「こどもの人格を重んじ，

こどもの幸福をはかるとともに，母に感謝する。」（第 2 条）とされてい

る。「父母への感謝」ではない。父親の存在が抜けているのであるが，こ

の点も，当時の政府では，家庭内の男女同権とはいえ，子育ての責任は女

性のみに焦点があたっていたことの表れではないかと考えられる。
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⑸ 小 括

憲法第24条に基づき，民法と戸籍法が改正されてもなお，保守派からは

たびたび，家族制度が国体の支柱であることが言及されている。民法学研

究者の和田幹彦は，圧倒的な質量の一次資料を用いた詳細な研究におい

て，GHQ 側は「憲法13・14・24条制定や民法・戸籍法改正に関する史料

に見る限り，『国体の一支柱』としての『家』には言及していない｣93) こ

とを明らかにした。このギャップのすきまに日本政府側が家族制度の考え

方をすべりこませ，温存させてその要素を男女同権に関する各々の法制度

に通底させたといえるのではないだろうか。実際に，GHQ による占領が

終わろうとする1951年 4 月 9 日に，当時の吉田内閣総理大臣は，マッカー

サーに宛てて，占領期の諸改革を見直したい旨の書簡を送った。その内容

は広範囲にわたるが，家族制度については，家長の地位の法制化や長子相

続の復活が含まれていた94)。結局，マッカーサーの解任によりこの書簡

が伝わることはなかったが，このように，女性の経済的・社会的な平等実

現には，執拗に，徹底して反対の意思を貫いていることがわかる。

また，金森徳次郎は，「憲法は法の面から規制している。男女の性の別

によつて政治的経済的又は社会的関係に於て差別されないことを明にして

いる。だから選挙権を区別したり賃金を区別したり席次の差を作つたりし

てはならぬのである。但しこれは法律や行政などの公権力の発動からする

のをとめるのであつて，家庭内の私事を規制する意味ではない。｣95) と述

べた。これは，日本国憲法の施行後も，家族制度の中の固定的な性別役割

分担や性差別を是認しているように見える。加えて，こうした考え方に基

づき，協議離婚の際の慰謝料の低さや養育費の未払いなどは当事者の問題

として長年放置された。家庭内におけるドメスティック・バイオレンスや

虐待があっても，夫婦間や家庭内の問題として法的な対応は十分にはなさ

れなかった。

他方，民法学研究者の末川博は，憲法第13条，第14条，第24条，第25条

の規定は，かつての封建的な思想や拘束から女性を解放してその人間性を
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確立するのに役立つ意味を有しているということができるとの解釈を示し

た96)。これはまさに，男女同権の総合的・横断的な理解である。末川は，

それが女性の実生活上にどのようにあらわれているかを，家事審判事件の

女性による申立ての多さに注目して検討した。1949年 1 月から 6月までに

全国の家庭裁判所に家事審判として持ち込まれた事件のうち，女性からの

申立てが 2万件以上も多く，主動的であることを見出した。婚約の不履行

や離婚に基づく慰謝料についての女性からの申立ての圧倒的に多さについ

て，「一方では，これまで女性が封建的な拘束のもとに忍従していたきゅ

うくつな生活からのがれようとする努力のあらわれであるとともに，他方

では，解放された女性がだんだん人間的な自覚をたかめてきたその地位の

向上のあらわれであるともいえるだろう。そして女性の地位の向上は，現

実には，経済的裏づけを得なければならぬのだから，漸次にその方向にお

いての事件も増加している。｣97) と，草の根では女性がエンパワーされて

いることを評価した。

しかし，古くからの家族制度の根強さに支配されて個人の尊厳も両性の

本質的平等も無視されていると思われる場面の典型例として，家事審判事

件にあらわれる相続放棄申述の事件が圧倒的に女性の申立てが多いこ

と98)を取り上げた。末川はこうして，民法上の男女同権の理念が実効性

をもたず，女性の意思によって結局は男性が相続人となるという家族制度

の慣習の根深さへの口惜しさをにじませた。

こうして，憲法第14条および第24条，第44条と総合的・横断的に理解す

ると浮かび上がる「女性のエンパワメント」という立憲政策のトータルデ

ザインは，日本国憲法の制定や民法の改正過程において，夫婦関係および

家庭内における経済的・社会的平等は「離婚の際の慰謝料請求権や相続権

による経済的平等」および「結婚および離婚の自由や養子における夫婦間

の平等の権利の実現による社会的平等」であると置きかえられた。そのた

め，夫婦関係および家庭内における男女同権の推進は，固定的な役割分担

に基づく不平等な構造が前提とされていても，日本国憲法の制定および関

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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連法制度の整備によって実現した，とみなされたのである。

なお，当時の社会の受け止め方をみると，いわゆる入り婿にとっては女

性に「負けずおとらずの喜びにヒソかに胸躍らせる男性陣もかなりあ

る｣99) というように，「男性解放」という意味合いもあった。また，女性

参政権の政治的平等とともに，変化がわかりやすく目に見えたからか，

「男女同権」が，日本国憲法の三大原則として「国民主権」「平和主義」と

並び評されるほど，市民には大きなインパクトがあった。日本国憲法を紹

介する新聞記事は，離婚や相続に関する内容が多かった。憲法啓発のため

に作成された媒体にも多く取り上げられた100)。たとえば，1947年に憲法

普及会が作成して日本の全2000万世帯に配布されたという啓発冊子『新し

い憲法明るい生活』では，親しみやすいイラスト入りで紹介された（資

料）。

〔資料〕憲法普及資料における男女同権のイラスト

200-1

(出典）憲法普及会編『新しい憲法明るい生活』（1947年） 8 （左），10（右）頁｡
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3 経済的・社会的関係において差別されない

――労働および経済的自立

映画「情炎」で描かれる経済的・社会的平等は，夫婦関係および家庭内

の事項にとどまった。そこで，本章では，経済的・社会的平等について，

憲法および労働基準法や労働省設置法の制定過程における男女同権という

視座から検討する。なお，この分野も多くの先行研究がある101)ので，こ

れに依拠して考察する。

⑴ 経済的・社会的な平等を実現する重要性へのいち早い気づき

経済的・社会的平等を求めて，まず，働く女性たちが声を挙げた。1945

年11月 9 日に，同年12月の労働組合法の制定に先んじて，東京警察病院の

看護婦（当時）130人により女性による労働組合が設立された。同組合は

勤務条件と待遇改善を使用者側に要求し，認められた。このように，当時

の女性労働者は，その経済的・社会的平等の実現として，労働組合を結成

したり，結成された労働組合に「婦人部」を設けたりすることによって，

主に，同一労働同一賃金の実現および生理休暇の獲得をめざしていた。

男女の同一労働同一賃金について，日本国憲法が公布された後の1946年

12月に，評論家（当時，後に社会学研究者）の鶴見和子は「憲法上の男女同

権」は同一労働同一賃金とつながっており，「法律上の男女同権」は女性

が男性の賃金よりも低い場合は男性のレベルまで引き上げることになる，

と言及した。また，いち早く，同一労働同一賃金と女性保護の 2つの要求

の矛盾を指摘した102)。すなわち，歴史的にみて，かつては女性の解放の

ための政策であった女性労働保護法が，生産力の発展と女性労働者の進出

にともなって，かえって女性にとっては束縛となったことを警告して，特

別に女性が法律上の保護をうけている「婦人労働保護法」は「やめること

になる」と述べた。さらに，「日本でも新しく憲法で，男女の本質的平等

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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に基く婚姻といふことを定めても，男女の経済上の平等といふ裏づけがな

ければこの美しい平等の二字も，一片のほごとなつてしまふでせう。｣103)

と，労働により経済的に女性がエンパワーする必要性をするどく見抜いた。

法制史研究者の藤田嗣雄は，「婦人がおのれの人格の尊厳を保持してゆ

くためには，古くからとなえられていたように，その経済的自立が樹立さ

れなければならない。婦人が男子によつて衣食する限り，その独立を主張

し得ないであろう。婦人の企業家としての地位は，両性の本質的平等が認

められている今日，その経営能力に缺けるところがなければ，男に伍して

それを向上することができる。｣104) と，鶴見と同じく，女性の経済的自立

とエンパワメントの必要性を指摘した。他方で，「女子が男子に比較しそ

の身体が虚弱であるためと，性による相違に応じて，適当な保護が与えら

れなけれなければならない｣105) と，鶴見と異なり，女性保護の必要性に

言及した。

また，藤田は，夫婦関係および家庭内における男女同権と，労働におけ

る男女同権の連関性について的を射た指摘をした。その実現のために保育

所や託児所が切実に望まれることも付け加えた106)。

憲法学研究者の宮沢俊義も，1946年にこの点について，同じ問題意識か

ら言及した107)。すなわち，第一に，男女間の社会的な分業が行われる結

果として経済力を獲得するのが多くの場合男性の任務となり，そのため男

性が家庭における経済的な支配者となり，女性はそれに隷属せざるを得な

くなる。第二に，女性問題を解決するには，女性の職業問題を解決するこ

とが絶対に必要になる。第三に，女性が男性と同じように，同じ条件で職

業につくことができない限り，女性はどうしてもある程度男性の支配下に

ならざるを得ない。男女の対等は経済的対等の基礎の上にのみ成立する。

第四に，女性の職業問題の解決は極めて難しいが，それが解決されない限

り，女性の問題は根本的には解決されない。終戦直後に示された宮沢の保

守的な見解と大きなちがいがあるのは驚きであるが，当時の憲法学研究者

の見解として興味深い。
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他方，憲法学ではこのような視点はいつの間にか忘れ去られたようであ

る。当時の憲法学では，男女同権は第24条を中心として説明し，それは家

庭内のことがらであるからこれは憲法学の領域ではなく，民法学で扱うべ

きとした。賃金差別の問題は，憲法上の男女同権の課題というよりも労働

権一般の労働法学の課題として位置づけられた。よって，経済的・社会的

な男女同権は憲法第14条の事項として十分に議論されなかった108)。憲法

学の領域において憲法第14条における男女平等が扱われるようになったの

は，結婚退職制や女子若年定年制など，女性が自ら受けた差別や不平等

を，憲法第14条の問題として裁判で争うようになった1960年代以降となっ

た。

⑵ 労働基準法制定過程における不平等構造の放置

○1 ｢同一価値労働同一賃金の保障」から「男女の賃金差別の禁止」へ

の転化

GHQでは，労働条件の改善によって労働者の地位を向上させることが，

日本が再び軍国主義化するのを防止するための最善の保証の一つであると

考えられていた109)。女性の労働者としての地位向上も，この視点から検

討が進められていく。

GHQ 対日労働諮問委員会は，1946年 2 月から 7 月までに，対日労働政

策に関する事実の調査と勧告案の作成にあたった。同年 7月29日に提出さ

れた最終報告書では，「五 賃金，給与政策」に，当時の日本の女性労働

に関する的確な分析があるので，引用しておきたい。

｢同一労働同一賃金

㈥ 日本の伝統的賃金構造の最悪の特徴の一つは，仕事の能率が同一であ

る場合でおいてさえ，女子に対して男子よりも低い賃金を支給するという

一般的慣行である。この慣習は健全な労働政策に矛盾するばかりでなく，

占領の一般目的――婦人の従属性をもたらす法律上のまたは制度上の差別

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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待遇を除去すること――に矛盾するものである。性にのみ基づく賃金格差

は，明白に法律によって禁ぜられなければならない。｣110)

たとえば，当時，同一労働と考えられる教員では，勤続 3 年の独身者の

本俸は，男性が85円であるのに対し女性は60円であった。また，物品供与

や手当などを含めた合計額は，男性が468円であるのに対し女性が420円で

あった111)。同委員会は，賃金給与構造がこうした性別などに基づいてい

るのは経済上不健全で，労働者に対して不公平なので，賃金給与構造が健

全なる職務評価の原則の上に立てられるよう，性別や婚姻の有無など個人

的な資格の上にではなく，仕事に要する義務と責任に基づいて立てられる

よう努力すべきであると勧告した。女性の賃金を，男性と同じレベルに上

げることが想定されていたことがわかる。

また，男子労働者と女子労働者の職務の等級が同じであっても，質およ

び量が男女で異なる場合は，その差を償うために男女の賃金差が設けられ

なければならず，その仕事の質や量および賃金のちがいの決定は労働組合

との団体交渉を待つべきである112)とした。ところが，財貨とサービス生

産が日本の労働力を吸収できない場合は，資源を最大限に利用されたとき

に初めて用いられるべきとしながらも，その調整方法の例の一つに「既婚

女性の雇用の制限」を挙げた113)。13歳から59歳の女性の80％が賃金取得

のため，あるいは家族雇用として働いているという現状を把握114)してお

きながら，女性の大量解雇を追認しているように見える。

他方，労働基準法における男女平等についての政府側の対応は，なかな

か示されなかった。同一労働同一賃金原則に関する規定は，日本の厚生省

労働保護課内で検討されていた「労働保護法案」の第 5 次案（1946年 7 月

26日）になって初めて登場した。その第 4条に「使用者は同一価値労働に

対しては男女同額の賃金を支払はなければならない」と，男女の同一価値

労働同一賃金の原則を盛り込んだ。これが突然に盛り込まれた理由とし

て，○1 GHQ からの指示，○2 対日理事会のソ連代表デレヴィヤンコによ
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る同年 7 月10日の勧告，○3 日本政府による「賃金」の章の検討という 3

つのできごとが同時に起こったことによって生まれたとの指摘がある115)。

しかし，1946年 9 月 5 日から同月17日に11回にわたり開催された公聴会

を経て，大幅な変更があった。公聴会後の同年10月30日に作成された第 7

次案では，「同一価値労働」の文言が消え，代わりに「男女同一賃金」と

された。すなわち，同一価値かどうかの判断は困難であるといった，公聴

会で提起された使用者側の主張に沿った方向で条文が書きかえられた。労

働基準法第4条に「使用者は，労働者が女性であることを理由として，賃

金について，男性と差別的取扱いをしてはならない。」という条項がある

が，これは，男女同一労働同一賃金などありえないという理由で，日本政

府側が GHQ に微妙な抵抗を試みた結果生まれたとの指摘もある116)。す

なわち，変更後の「女子であることを理由として賃金について男子と差別

的取扱いをしてはならない」という規定は，より低い価値の女性労働には

男性と同一の賃金を支払わなくてもよいと理解される。

この変化によって，労働における男女の不平等構造を改善する法律上の

必要性が不明確になり，賃金制度の見直しや客観的職務評価制度の導入へ

の扉がほぼ閉ざされ，労働による実際の成果がどうあれ，異なる職種に就

く男女間の賃金格差は当然視されるようになった117)。この理解を GHQ

上層部も追認した。GHQ 民間職員のハンス・R・ジョハンセンの妻であ

るミリー・ジョハンセンは，男女同権についての啓発書を出版した118)。

その中で，同一労働には同一賃金を望む当時の女性に対して，女性が男性

と同様の生産性を上げて働くことはほぼ不可能であるので男女同一賃金を

要求することはできないとの見解を示した119)。また，家事時間を短縮す

る電化製品や家事支援サービス，冷凍食品がなければ，女性は仕事と家庭

を両立することはできないので，結婚か職業かどちらかを選ぶべきとし

た120)。

民法学研究者の依田精一は，GHQ 上層部の家族観は，女性は家庭を

守って夫を援助する役割を前提としていたので，政治的解放と「家」から

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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の解放から進んで，社会的進出における男女平等に抵抗を感じて政策の視

野に入れなかったのではないかと指摘した121)。このような見方によれば，

GHQ 上層部の妻らしい啓発書といえよう。しかし，先述のとおり，GHQ

は当初は労働における男女同権をめざし，ウィードらにより熱心に啓発活

動が行われた。ただ，同書を読んだ女性は，男女同権は自らには関係ない

ものとみなすか，実現へのハードルのあまりの高さに諦めただろう。他

方，政府側や企業側は，「我が意を得たり」といった境地ではなかっただ

ろうか。実際，GHQ 労働課のエドガー・C・マッケボイによると，職業

安定行政の推進において，日本企業に対して女性職員の昇進を「どしどし

実施するよう勧告」したが「うまくいかなかったよう｣122) だとの示唆が

あった。同書のような GHQ 関係者からの女性労働者に対する見方が示さ

れれば，当然の帰結であろう。

○2 女性保護（生理休暇）の必要性の強調

GHQ 内部では，さらに，女性の経済的・社会的地位の向上に力点を置

く民間情報教育局のウィードと，女性の労働条件の改善に力点を置く労働

課のゴルダ・スタンダーとにしばしば意見の衝突があったといわれてい

る。スタンダーの下で賃金や労働条件，女性運動の民主化，女性労働者の

組合結成などを担当したミード・スミスによると，ウィードは女性が自ら

の権利獲得のために活動する女性運動の助長を通じて女性労働者の地位の

向上も図れると主張したが，スタンダーは女性労働者の労働条件の保護を

通じて女性全体の地位の向上が図れると主張したとのことである123)。女

性のエンパワメントを通じた男女同権の実現か，男女共通の労働者保護か

という論争である。

労働者を保護するための制度はさまざまにあるが，本項では男女同権の

議論にとって影響が大きかった生理休暇を取り上げる。生理休暇は，労働

組合からの強い要求項目の一つ124)であったが，労働基準法の起草準備の

段階では悩ましい問題とされた。1947年 4 月20日の労働保護法（第 2 次
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案）において「第 5章 婦人保護」の章の中に，生理休暇は初めて条文と

して盛り込まれた。深夜業禁止や危険有害業務の制限などはそれぞれ別の

章に置かれた。しかし，同年 5月11日の同第 3 次案では第 5章として「婦

人及び年少者」が新設され，ここに，生理休暇，深夜業禁止，危険有害業

務の制限がすべて集められた125)。この段階で，女性と年少者が同じ「特

別な保護を必要とするカテゴリー」に分類された126)のである。さらに，

同年 9 月に行われた労働基準法草案（第 6 次案）における公聴会におい

て，生理休暇に対しては使用者側から反対意見が出されたが，労働者側の

意見が受け入れられて挿入された127)。前項で述べたように，男女の賃金

に関しては使用者側の意向が反映されたのと対照的である。

これらの変更はあいまって，結局のところ男女の経済的・社会的な不平

等構造の固定化をもたらす効果があった。ただし，当時は，男性と平等な

労働条件や同一賃金を獲得するよりも，単なる機械的な平等はかえって男

女の不平等をもたらすこともありうるとして，女性保護に関心が向けられ

ていた128)。労働組合婦人部もこれを強く要求した。こうした条文によっ

て男女同権の実現が停滞するとは思ってもみなかったであろう。他方，ス

タンダーは，その可能性を見抜き，同一労働同一賃金の実現の妨げとなる

生理休暇に反対の姿勢をとり，男女ともに取得できる労働者保護の制度と

して，疾病休暇を求めるべきだとした129)。しかし GHQ 上層部は，労働

基準法の内容に口を出さない方針をとったので，実際の法案には反映され

なかった。

労働基準法案は第13次案が作成されるほど検討が難航したが，1947年 3

月 4 日に国会に提出された。同月18日に衆議院で，同月27日に貴族院で可

決された。同年 4月 7日に公布されて，同年 9月 1日に施行された。

⑶ 労働省婦人少年局の設置過程における不平等構造の制度化

○1 制度化に対する GHQ による促進とブレーキ

1946年 5 月 8日に，GHQ のカーミット・R・ダイク民間情報教育局長

｢政治的，経済的又は社会的関係において，差別されない」の保障（大西)
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は，日本の女性活動家のリーダーと会見し，女性の地位の向上を積極的に

推進するため，内務省内に婦人局を設置する案を，ホイットニー民政局長

に提案した130)。日本の女性活動家のリーダーとの協議に基づいてウィー

ドら民間情報教育局の女性職員によって作成され，同局長と民政局長あて

に提出されたものである。女性に関する行政は省庁間で重複し，組織内で

下部にあるため権限がないので，女性の地位向上のために調査研究し，他

省と調整するための局をつくるべきである，という提案である。すなわ

ち，内政を扱う省の中で最も重要な省である内務省の中に特別の局を設置

し，「女性のイニシアティブのもとで女性の地位向上を推進すべきである

という大胆な提案｣131) が示された。

立憲政策のトータルデザインである総合的・横断的に男女同権に取り組

むための組織をつくるという，先見性に満ちた提案である。その所掌分野

は，労働問題だけではなく，家政学，女性の健康と福祉，女性教育，消費

者問題など幅広い。

しかし，この内務省の中に総合的な女性行政を扱う部局を新設するとい

う提案は当時はあまりに先駆的過ぎたのか，GHQ や日本政府からの反発

を招いた。GHQ の上層部では 8月まで放置されたままであった。同年 8

月17日に，民政局のアルフレッド・ハッシーは，内務省内に婦人局を設置

したり，内閣に婦人問題庁を設置したりすることは，男女間の差異を強調

するだけなので採用できないとした。実際，社会党の加藤シヅエらが

GHQのセオドア・コーエン労働課長，民政局のルース・エラマンに会い，

労働省の設置と内閣に独立した局として婦人局を設置する社会党の構想に

ついて GHQ の意向を打診したところ，コーエンは，女性問題は労働問題

と深いかかわりがあるので，内閣の一局としてではなく，新設予定の労働

省の一局としてなら GHQ の承認が得られるだろう，と示唆したとのこと

である132)。ハッシーは，社会党の女性議員たちの動きを女性問題に特化

させないで，労働行政の改編の一つとしようとした。

すなわち，GHQ の上層部は，女性は責任ある代表として，あらゆる分
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野に責任ある代表として参加すべきであると考えていた。これはエンパワ

メントの視点からも説得力のある考え方である。他方，先述の通り，責任

ある立場になって活躍するような力をつけることを目指して女性だけで集

まって「女性ブロック」を結成したり，その運動を奨励したりすることは

避けなければならないという方針であった。

○2 遅々として進まなかった日本政府による検討

1946年 5 月22日に発足した吉田内閣は，同月28日の閣議において労働省

設置を閣議了解した。その後しばらく，具体的な動きは表立っては見られ

なかった。1947年 1 月31日に，吉田内閣は，労働行政の周到かつ徹底を期

すために新たに労働省を設置する旨の閣議決定をした。しかし，吉田内閣

は独立した労働省の設置に向けては動かず，GHQ が労働省設置案を示し

て，日本側に前進を促した。GHQ の同年 2 月10日案では，労働省に婦人

少年局を設置することが含まれていた。法制局長官の入江敏郎はこれに強

く反対したが，コーエンとハッシーは，労働省に婦人少年局を設置するこ

とは不可欠であると応じた133)。

1947年 4 月15日に，厚生省勤労局は職業安定局に拡大改組され， 5月 2

日に労政局から労働基準局が独立し，労働省設置への下準備が進んだ。片

山哲内閣総理大臣は， 6月10日に労働省設置準備委員会を発足させた。 6

月13日に第 1 回総会を開催し，小委員会を設けて議論することとした。同

小委員会は，翌14日に開催され，女性問題全般を所掌する婦人局の設置に

は反対であるが，女性と年少者の労働関係を所掌し，女性問題に関係ある

他の省庁と連絡調整をはかる婦人少年局の設置を提案した。結局はまずは

労働省内に婦人少年関係の事項を所掌する婦人少年局を設置し，同局が中

心となって各々の政策の主務関係省間の連絡の緊密化を図ることで意見が

一致した134)。

GHQ は，同年 6 月20日に，民政局のハッシーや民間情報教育局の

ウィードらが集まり，婦人少年局が婦人少年問題についての他の主務官庁
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と連絡調整をはかる機能は，他の省庁に対して行政支配権をもたないなら

ば反対するものではないが，法文としては「ただし，婦人問題の連絡調整

については，他省が法律に基づいてその所管に属せしめられた事務を行う

ことを妨げるものではない」とすべきである，との結論になった。これは

そのまま法案に挿入された。すなわち，労働省設置法案では，本来の労働

省の所掌事務は労働に関するものに限定されるはずであるが，女性に関す

る条項のみそうした限定がない一般的な権限が与えられた。推進体制に関

するこの奇妙な制度化は，2001年に実施された中央省庁改革に至るまで，

女性行政の推進体制に大きな影響を及ぼすことになった135)。

7 月17日に日本政府は，「婦人少年局」の設置を含む労働省設置法案を

GHQ に提出した。同法案は 7 月22日に国会に提出された。衆議院での議

論にて，加藤シヅエ議員は，将来婦人局として独立した一局を設置する構

想の有無について政府に質問し，年少者問題を扱う部局と併せて「婦人少

年局」としたことを批判した136)。結局，同法は 8月28日に可決され， 9

月 1日に施行された。婦人少年局は局長に山川菊枝が，婦人労働課長に谷

野セツが着任した。11月 1 日に，国の出先機関として婦人少年局職員室の

設置が通達され，翌1948年 3月に各都道府県に設置された。

⑷ 小 括

終戦後すぐに，経済的・社会的平等の実現には，女性の経済的平等およ

びエンパワメントの必要性が提起されていた。当時から，男女の賃金格差

構造が問題視されていたにもかかわらず，結局のところ，GHQ も政府も

女性労働者自身も，それぞれの思惑により，この問題に切り込んでいく姿

勢を見せなかった。

労働基準法の制定過程において，GHQ により当初に想定されていた

「同一価値労働同一賃金によって男女同権の実現をめざす」という趣旨は

消え去り，男女間に賃金差別があるという構造は温存された。女性は男性

と平等に働くための制度として生理休暇を要求したが，これにより「保護
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を受ける」「弱い」労働者像を自らめざすこととなった。これは，実は，

保守的な政府側の意向を反映させるために，厚生省労働保護課長の寺本廣

作などが GHQ の圧力を利用する137)などこまやかに対応した結果であっ

た。さらに，労働基準法と労働省設置法は組み合わされたことにより，女

性労働者を保護すべき弱者に位置づけた138)ので，女性を経済的・社会的

にエンパワーして男女同権をめざしていたウィードの活動の成果はあいま

いになった。その結果，女性保護規定は「短期的には戦後の劣悪な労働環

境で働く女性の健康維持のためには資したが，長期的には雇用の場におけ

る男女平等の足かせとなった｣139) のである。

他方，くりかえしになるが，憲法第14条および第24条と総合的・横断的

に理解すると浮かび上がる「女性のエンパワメント」という視点は，当時

にも指摘された。もし，経済的・社会的に差別されないという立憲政策の

トータルデザインが貫かれていたら，その重要性が受け止められて，今日

とは別の方向での取組が行われたであろう。しかし，結局のところその主

張は，労働基準法および労働省設置法の制定過程において，労働における

経済的・社会的平等は「男女間の差別構造を問題にしない経済的平等」お

よび「女性は男性よりも低い労働力であることを前提とした社会的平等」

に置きかえられて，かき消された。労働分野における男女同権の推進は，

これまでの不平等な構造を前提としたため，たとえ男女で賃金や就労の機

会に大きな格差が存在していても，日本国憲法の制定および関連法制度の

整備によって実現した，とみなされたのである。

4 憲法記念映画における男女同権の描出

――「愛情の軌跡」から「情炎」へ

これまでの検討により，衆議院議員選挙法，民法改正，労働基準法の制

定，労働省婦人少年局の設置の過程で，当初めざされた女性のエンパワメ

ントという立憲政策のトータルデザインが停滞したことが明らかとなっ
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た。そこで本章では，改めて日本国憲法の記念映画の原案である「愛情の

軌跡」と上映された映画「情炎」のシナリオを比較・検討することによ

り，当時の男女同権の意味づけの変化について考察する。

⑴ 憲法記念映画としての製作の経緯

憲法改正議会において衆議院帝国憲法改正案委員会の委員長を務めた芦

田均は，日本国憲法の公布後，貴衆両院と政府の決定により1946年12月に

創設された憲法普及会の会長に就任した。芦田は，憲法普及のため，東宝

は戦争放棄を，大映は国民主権を，松竹は男女同権をテーマとした記念映

画の製作を各社に提案した140)。また，芦田はこの 3 本の映画を1947年 5

月から一斉に上映することを企図したが，大映社長の永田の提案141)によ

り，一斉に封切るのは興行的につまらないので， 5月を憲法の月として，

第 1週に松竹，その後に大映と東宝が順々に出して行くと決めた。ただ

し，実際の封切は，「情炎」は 5月 1日，「壮士劇場」は 5月 2週であり，

「戦争と平和」は大きく遅れて 7月 8日となった。

松竹は，憲法普及会の依頼によって，1946年12月に新憲法記念映画を製

作封切することを決めて，製作を始めた142)。同月31日に久板榮二郎が脚

本執筆を引き受け，翌1947年 1 月 2 日または 3日に久板と監督の渋谷実が

打合せをして，シナリオの執筆に取り掛かった。しかし，製作担当（プロ

デューサー）の細谷辰雄によると，同年 2 月半ばから久板と渋谷とのイ

メージに距離ができた。 3月に行われた撮影所所長の本読みの翌日から，

池田忠雄，新藤兼人により脚本が改作され，久板は原案の提供者とされ

た143)。

映画「情炎」は1947年 5 月 1 日に封切られた。当時の映画評をみると，

評価の高低はさまざまであった144)が，いずれにしても，夫婦間の愛情を

扱った映画であるという評判であった。他方，映画評論家の上野一郎は，

映画「情炎」の上映と同時に「愛情の軌跡」のシナリオを読み，筆者と同

様，「情炎」が憲法の男女同権の啓発映画であることに疑問を感じた。久
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板の脚本も「決して上出来でない」としながらも，「愛情の軌跡」ならば

このテーマであることに納得した。すなわち，「情炎」は男女同権という

テーマを「ただの男女の愛情だけの狭い枠のなかで平凡に処理しようとし

ている態度が物足りない」「結末の夫婦の結びつきも，再び同じ運命の繰

返しを予想させるだけで新しい出発という力強い印象を与えない｣145) と

評したのである。

⑵ 両シナリオの比較・検討

これは，筆者の推測にしかすぎないが，当初の映画のコンセプトにあっ

た，女性の経済的・社会的平等を実現することで男女同権をめざすという

内容が取り除かれ，単なる「男女間の愛情」にまで狭められたのは，渋谷

は社会派の監督として評価が高く，女性をテーマとした作品を数多く手掛

けていることからすれば，単に久板と渋谷のイメージのちがいがあったと

いうよりも，より大きな力が働いた結果だったのではないだろうか。それ

ゆえに，久板は，会社の指示により新藤らが脚本に仕上げた改作に対し

て，「私の作とは似ても似つかぬ換骨奪胎｣146) とまで強い批判を向けたの

ではないだろうか。

そこで，紙幅の関係で細部は省略するが，両作品の内容を紹介しておき

たい。

まず，両作品の設定が同じである点を取り上げると，第一に，主人公や

登場人物である。主人公は，夫の浩介（佐野周二），妻のひろ子（水戸光

子）であり，その他の主な登場人物は，夫の父（東野英治郎）と母（高橋豊

子），妻の母（杉村春子）と姉（信千代），ひろ子の地元の友人（高峰三枝

子）である（カッコ内は映画の配役）。

第二に，主人公の夫妻は，結婚後は東京の四谷にあるアパートで 2人で

生活していた。しかし， 4年前の夫の出征を機に，妻はアパートから千葉

にある夫の父母の家に引っ越した。夫は復員後，千葉の家に同居した。

第三に，離婚は夫の希望である。ただ，「離婚同意書」に妻側の仲人の
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署名をもらうため，四国にある妻の両親の家へ 2人で旅に出る。ただし，

千葉から旅に出発する際には，夫は妻に旅の目的が離婚であることを知ら

せていない。妻は，途中に寄った東京で，夫が離婚を希望していることを

偶然に知る。

第四に，その後の旅の途中の汽車の中で，夫が体調を崩し， 2人とも途

中下車をして休息をとる。妻は夫を看病したあと， 1人で四国に向かう。

その途中で，尾道にある姉の家に寄る。夫は回復後，妻を追いかけて義姉

の家に向かう。

第五に，尾道で夫妻は再会する。妻が夫に離婚したいと伝えて，その後

夫が妻にもう一度愛情を感じるが，妻はそれをいったんは拒む。 2人はや

りとりの末に，夫は妻の魅力を再発見し，夫は離婚の意向を取り下げて復縁

を乞い，妻もそれに同意して結局 2 人は夫妻としてやり直すことを決める。

次いで，両作品の異なる主な点を，いくつか取り上げたい。

第一に，「愛情の軌跡」では，妻ひろ子は同居する夫浩介の両親から日

常的に召使のように使われているが，「情炎」ではわずかな場面でいわゆ

る「嫁姑問題」があることが描かれるだけである。また，「愛情の軌跡」

では，夫が出征の際に，嫁として姑に仕えることも日本婦人として立派に

生き抜く道であると話し，妻はそれに忠実に従って夫が復員するまでの 4

年間を過ごしたとされている。

第二に，「愛情の軌跡」では夫の父が息子の浩介に離婚を勧める。浩介

はその横暴さに反発を示唆したり，夫婦仲がうまくいかない原因が自らの

両親にあることに気がついたりしているが，父の言うとおりに離婚を受け

入れ，父から離婚同意書を持たされる。「情炎」では，夫に愛人がいるこ

とがほのめかされており，夫が自ら離婚を決める。「愛情の軌跡」は離婚

は家長が決めるという，家族制度の慣習が描かれている。

第三に，「愛情の軌跡」では，妻は独り立ちして暮らしていくという決

意を自ら述べて，友人を頼って就職先を見つける。さらに，その友人が

「日本の家族制度なんて長い長い間の伝統でガッチリ出来てるんですもの，
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一人や二人の女性がどう頑張つたところで歯が立ちやしないわよ」と言う

と，妻は「あゝ，……目の先がパッと明るくなつたようですわ。恐しいも

んね。あんな所で四年も暮していたなんて」と応じて，家族制度に因る苦

しみを吐露している。他方，「情炎」では，妻は友人から，自分で生活で

きるという自信が女性に独立した人格をつくらせるから仕事を持ちなさい

と諭される。しかし，「あたしに出来るお仕事あるかしら」と悩む。経済

的・社会的自立について，前者は自らの意思で立ち上がろうとするのに対

し，後者は友人の意見に従って職に就こうという気持ちになり，消極的で

ある。

第四に，結局 2 人が復縁する場面において，「愛情の軌跡」は，「あたし

たちをこうした破局へ導いたものは，どうにもならなかつた時代の影響つ

て事もあるだろうけど……結局，男の心を支配している男尊女卑のわが

まゝなのね。……あたしは，あくまで戦う……その，わが儘と。」として，

離婚すると言ったり復縁したいと言ったりする夫の身勝手さの根本にある

封建的な考え方を見抜いて，家族制度がおかしいことに自ら気がつくこと

ができた「この芽を今更あなたの手でつみとることはできないでしよ

う？」などと伝える。そのことで夫は妻を自立した対等の人間として初め

て見ることができるようになり，「あなたの言葉は心に沁みわたつていく

ようだ。生まれて始めての感動だ」とか「僕達は，はじめて一対一に結ば

れたんだ。一対一に。……この感動を忘れないで行けば，これからの生活

はきつとよく行くと思うよ。」などと愛を告白し， 2 人はやり直すことを

決めた。他方，「情炎」では，夫は「俺の家を離れたお前に俺を捨てたお

前に，本当の人間の美しい姿をみる事が出来たんだ」といって妻の魅力を

再発見するものの，ひろ子は「よくも今更そんな事が仰有られるはね，好

きになつたり，嫌いになつたり，それが男の特権なの，愛情なの，それじ

や女は堪らないわよ」と応じている。「情炎」も夫婦間における男性の優

位性や自立した女性の魅力を指摘しているが，「愛情の軌跡」ほどの迫力

は感じられない。
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⑶ 小 括

両シナリオについては，映画化した場合，ストーリーとしてどちらが

優っているのかどうかはわからないし，それを検討することは本稿の課題

ではない。監督の渋谷によると「愛情の軌跡」は1946年 2 月に受け取った

第一稿とは異なるとされており147)，改作をめぐるエピソードの真偽はわ

からない。ただ，こうして男女同権の進展と停滞という視点から比較して

検討してみると，両者は，基本的な舞台設定は共通するものの，「愛情の

軌跡」は憲法第14条と第24条をテーマとしたものであるが，「情炎」は憲

法第24条の一部のみをテーマとしたものといえよう。

確かに，大日本帝国憲法下では，憲法そのものが女性を疎外し，女性で

あるがゆえに法律上経済上の権利は抑圧され，男性に対して従属的な地位

におかれていた148)。これに対して，日本国憲法では，男性が戸主，家長，

長男など男性たる特権を否定されて女性よりも有利な地位に立つことがで

きないのが一つの大きな要求である149)と指摘された。このように，第24

条は男女の法的地位の変革を示すものとして，市民や社会にとって大きな

インパクトがあった。

ただ，日本国憲法の立憲政策のトータルデザインはそれにとどまらな

い。当時，憲法普及会会長の芦田均は，「男女同権ということは成程憲法

には書いてある。法律はその線に沿つて改正するけれども，われわれの社

会生活においてほんとうの男女同権という習慣ができ，頭ができなけれ

ば，これは空文にすぎない。それを私はいちばん心配して，憲法の話を頼

まれるとどこへ行つてもその話をするのです。先ずわれわれの二十四時間

の生活から民主主義，自由主義にしなければならない。｣150) と述べて，日

本国憲法の理念の実現には日常生活の中での政治的，経済的，社会的な平

等を総合的に推進する必要性を指摘した。それを素直に映画として具体化

するとすれば，「愛情の軌跡」となるだろう。ただ，当時の平均的な女性

にとって，離婚して経済的に自立をして新しい人生に出発しようとする

「愛情の軌跡」の女性像は，時代を先取りし過ぎていたのかもしれない。
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とはいえ，くりかえしになるが，日本政府側は，民法を改正したが実は

「家族制度」を支持していた。労働基準法制定の際は GHQ と日本政府は

「男女の賃金差別の禁止」という文言に置きかえることで，巧みに，男女

の賃金格差構造を認めた。さらに，女性保護規定や婦人少年局の設置に

よって女性労働者を弱い労働者として位置づけることに成功して追い打ち

をかけた。だからこそ，「愛情の軌跡」にある，妻である女性がエンパ

ワーして経済的・社会的平等をめざし，個人として自立していくプロセス

に夫が愛情を感じるという新しい男女像の描出は，映画会社内外の大きな

力により削らざるを得なかったのではないだろうかという筆者の推測も，

ある程度説得力があるのではないかと思われる。

お わ り に

本稿は，日本国憲法第14条の「政治的，経済的，社会的関係において差

別されない」の文言について，第24条，第44条とあわせて，総合的・横断

的に「男女同権」を軸に考察した。これまでも，女性参政権付与や，民法

の改正，労働基準法および労働省設置法の制定について，それぞれ個別に

論じた先行研究は数多くあるが，本稿ではこれらを並列して相互の関連性

を取り上げて検討することで，これまで各論における検討では不明確で

あったそこに通底する「差別されない」という理念のトータルな視点とそ

の「進展と停滞」を浮かび上がらせることができたのではないだろうか。

とくに「経済的・社会的関係」については，憲法および関連法制度の制定

の過程から，男女同権は，女性のエンパワメントをめざそうとした動きも

あったが，政府や GHQ によりそれが止められたり，逆の方向に向かうこ

ととなったりした。憲法第14条，第24条，第44条の関連法制度の整備によ

り「法の下の平等」は実現されたとみなされたことがいかにまやかしで

あったのかが浮き彫りになったと思われる。

五大改革指令の「一 選挙権賦与による日本婦人の解放――日本婦人
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は，政治体の一員として家庭の安寧に役立つ新しい概念の政府を日本に招

来するであろう」は，政治参画という政策方針決定過程に女性が参画する

とともに，夫婦関係，家庭内，労働，経済における男女同権を実現するこ

とが，よりよい日本社会をつくりだす基盤になることを示していたといえ

よう。この視点から，1945年∼1949年に日本で刊行された出版物のもっと

も網羅的なコレクションである「プランゲ文庫」に所蔵されている日本国

憲法の解説書でも，憲法普及会による記念映画のテーマと同様に，男女同

権を国民主権や平和主義と並んで「三大原則」のように大きく取り上げ

て，その推進を重点課題として位置づけたものもあった151)。日本国憲法

上の立憲政策としてのこうしたトータルデザインが，その後の憲法の普及

と関連法整備の段階で欠落したことが，今日の男女平等をめぐる問題の要

因になっていることは明らかにできたと思う。

そうした憲法理念の実現にはエンパワメントの視点が含まれていたこと

に，博士論文を作成していた時には十分に気がつくことができなかった。

その後研究を進めて，このような思いに至ることになった。当時の立憲政

策としての思いを具現した法律である「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律」が2015年に制定されたことの意義を，改めて感じた。

映画「情炎」のシナリオが発見されたことで，10年以上抱いていた疑問

が解けたとともに，新たな疑問や課題も生まれた。今後さらに研究を深め

ていきたい。また，映画そのものを観賞してみたいという思いがますます

強くなった。70年の時を超えてこの映画に巡り合い，製作にかかわった先

人たちと思いを共有できればうれしいと思う。
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